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3-1 基本方針 

本計画では、都市構造、交通、エネルギー、みどりの各分野の施策を総合的に行う

ことで、都市の低炭素化を目指していきます。3 章では、全体構想として都市構造、

交通、エネルギー、みどりの各分野別の低炭素都市づくりの方針を整理するとともに、

重点地域構想として先導的に低炭素化に取り組んでいく集約拠点地域での方針を示

します。 

 

3-2全体構想 

3-2-1 都市構造分野（鉄道軸を生かした拠点集約型の都市づくり） 

都市の低炭素化を図るためには、交通結節点である駅周辺に都市機能や居住機能を

集約化していくことが有効です。 

本市では、公共交通、特に、鉄道のネットワークが充実している小田原市の特徴を

生かして、鉄道駅周辺の公共交通の利便性の高い市街地へ、都市機能や居住機能の集

約化を目指します。特に、市の中心部である小田原駅周辺の中心市街地では、都市施

設の更新や商店街の活性化、街なか居住を推進し、居住者だけでなく来訪者にも魅力

ある空間づくりを進めます。 

○ 本市の主要な交通結節点である小田原駅、鴨宮駅、国府津駅周辺に都市機能の

集約を図るための拠点となる地域（集約拠点地域）を設定します。 

※集約拠点地域内の施策は「3-3 集約拠点地域構想」参照。 

 小田原駅周辺集約拠点地域：広域交流拠点として、高次な都市機能や商業・

業務機能と居住機能を高密に集積 

 鴨宮駅、国府津駅周辺集約拠点地域：生活サポート機能や居住機能を中高

密に集積 

○ その他の鉄道駅周辺については、交通結節点としての機能を強化し、居住機能

と生活サポート機能の中密な集積を誘導します。 

○ 集約拠点地域周辺の市街地については、良好な都市型住宅を中心とした居住機

能の誘導を図ります。 

3 章 低炭素都市づくりの方針 
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○ 郊外の市街地については、緑豊かなゆとりのある戸建住宅を中心とした居住機

能の誘導を図ります。 

○ 駅勢圏外の市街地及び市街化調整区域の居住地については、防災、農業環境や

地域コミュニティの維持等の地域の状況も踏まえ、段階的に集約しつつ、再編

についても検討を行います。 

○ 大規模工場の移転・撤退等により発生した跡地について、土地利用転換を行う

場合には、地域の状況を総合的に判断した上で適切な土地利用が図られるよう

な誘導方策を検討します。 

 

図 低炭素都市づくりの将来都市構造 

  

国府津駅

小田原駅

鴨宮駅

下曽我駅
栢山駅
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3-2-2 交通分野（環境に優しい交通手段で誰もが「おでかけ」できる都市づくり） 

都市機能や居住機能の駅周辺への集約化に併せて、駅と周辺の市街地との多様な交

通手段によるアクセス機能を強化することが、都市の低炭素化に重要です。 

本市では、都市の低炭素化に向けた交通分野の取り組みとして、鉄道駅の利用特性

に応じて他の交通手段との乗り換え機能を強化して、バスも含めて階層的な公共交通

ネットワークの形成を目指します。 

中心市街地では、歩行者や自転車が利用しやすい空間づくりを進め、適正な駐車場

の配置等により過度な自動車の流入を抑制し、にぎわい空間の創出を図ります。 

 

＜公共交通ネットワークの構築と端末交通の強化＞ 

○ 鉄道軸と主軸バス路線を中心とした公

共交通ネットワークの構築 

○ 鉄道駅へのアクセス強化として、フィ

ーダーバスの導入検討や結節機能の強

化、交通手段の低炭素化への誘導 

○ 乗換拠点を中心にバス案内の充実 

○ 小田原駅周辺の市街地から中心市街地

へのアクセス性向上に向けた既存路線

バスの再構築※ 

※同一方面に向かう複数のバス路線を 1系統に統

合し、運行頻度を高めること等（循環バス等） 

○ 長期的には、交通事業者相互が連携し、

運賃体系を再構築 
図 主軸路線図 

出典：小田原市地域公共交通総合連携計画 
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＜道路交通の円滑化＞ 

○ 酒匂川付近等のボトルネック解消に

向けての着実な道路整備 

○ 小田原駅周辺の中心市街地では、縁

辺部へ集約駐車場を配置し、自家用

車の流入抑制や自動車動線の見直し

によるトランジットモール化 

 

 

 

 

＜環境にやさしい交通モードの利用環境の整備と選択の推進＞ 

○ 市内の自転車ネットワークの着実な整備 

○ 公共施設や商業施設等への徒歩アクセスルー

トの整備や高齢者向けに超小型モビリティの

導入 

○ 戦略的にモビリティ・マネジメントを展開し、

賢く自動車を利用できるようなサポート 

 

 

 

 

＜集約型の都市づくりに向けた段階的なモビリティのサポート＞ 

○ 駅勢圏外の市街地における日常の「足」として超小型モビリティの導入 

 

○これらの交通分野に関する事項は、地域公共交通総合連携計画や都市・地域総合交

通戦略と連携して取り組んでいきます。 

  

図 超小型モビリティのイメージ 
  （横浜市） 

出典：日産自動車ホームページ 

図 酒匂川付近での今後の道路整備区間 
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全域（広域）

鴨宮駅

ビジネス高校前

山近記念
総合病院

国府津駅

• 鉄道軸と主要バス路線を中心とした階層
的な交通ネットワークを構築

• 長期的には、鉄道、バスなどの交通相互
間での運賃体系を再構築

• 駅勢圏外の市街地には、日常の「足」と
して超小型モビリティを導入

栢山駅

工場へのモビリティマネジメント
の展開※

ダイナシティ

小田原駅

下曽我駅

駅と病院・大規模商業施設を結ぶバス
や循環バスの導入

市立病院
市役所

押切橋周辺

地域内フィーダーやC&BRの導入
（電動ｱｼｽﾄ自転車の活用）

※工場へ通勤する自動車利用者を対象。ボトルネック箇所周
辺の工業地帯で先行実施し、以後段階的に実施エリアを拡大

バス路線強化・整備

結節機能強化（鉄道↔バス）

結節機能強化（鉄道↔徒歩・自転車）

鉄道軸

結節機能強化（バス↔バス）

成田周辺

主要な整備路線

図 交通分野の施策全体像 
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3-2-3 エネルギー分野（地域で創るエネルギーを生かした都市づくり） 

低炭素型の都市を実現するためには、これまで示した都市構造の集約化や公共交通

機関の利用促進に加え、家庭部門、業務部門における化石燃料由来のエネルギー消費

量を削減することも重要です。 

本市では、都市の低炭素化に向けたエネルギー分野の取り組みとして、市街地のエ

ネルギー需要や施設の種類を踏まえたコージェネレーションシステム等を街区単位

で活用する面的エネルギーの導入の推進を図ります。 

エネルギー需要の多い中心市街地では、再開発や

建築物の更新等の時期を捉えた高効率機器の導入や

地点熱供給の推進、郊外では太陽光発電やバイオマ

ス発電等の再生可能エネルギーの検討を進めます。 

 

＜面的エネルギー、未利用エネルギーの活用＞ 

○ 熱需要等の高い施設の集積地における街区単

位でのエネルギー需要を踏まえたコージェネ

レーションシステムや地域冷暖房、建物間熱

融通の導入。特に、小田原駅前のお城通り地

区再開発では、コージェネレーションシステ

ムや建物間熱融通等の高効率化等によるエネ

ルギー施策のシンボル化 

○ 小中学校をはじめとする防災拠点に位置付け

られた施設への太陽光発電や燃料電池式コー

ジェネレーション等の自立分散型電源の導入 

○ 公共施設における断熱性能の向上や省エネル

ギー設備等の導入、道路照明灯や防犯灯の順次

LED化 

○ 郊外部での立地特性を生かしたバイオマス発

電やメガソーラーの導入 

○ 本市の地理的特性や水資源を生かした小水力

発電の導入 

○ 水を豊富に有する本市の特性を踏まえて、地下

水位の高い市街地において地下水熱や、下水道

幹線沿線での下水熱を生かしたヒートポンプ

の導入 

図 コージェネレーションシステム
の概要と小田原市での導入状況 

出典：小田原ガス会社案内 

 

図 小水力発電事業化の候補地での 
簡易流量調査の様子 

出典：平成 25年度第 1回小田原再生可能 

エネルギー事業化検討協議会資料 

図 愛川町でのグラウンド跡地を 
利用したメガソーラー 

出典：飛鳥建設ホームページ 
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＜地域特性に応じた住宅地の低炭素化＞ 

○ 小田原駅・鴨宮駅を中心とした市街地での建て

替え時における高気密、高断熱のエネルギー消

費の少ない住宅の導入 

○ 低層住宅や田園環境が広がる小田急沿線・御殿

場線沿線での周辺環境を生かした、パッシブ型

の環境共生住宅の導入 

○ 街区単位で太陽光の活用がしやすいルールづく

りや太陽光発電の屋根貸しを行うためのタウン

マネジメントの実施 

○ 民間建築物のエネルギー性

能の向上を図るための低炭

素建築物の認定制度の推進

や建築環境総合性能評価シ

ステム（CASBEE 小田原）

または、LEEDの導入 

 

 

  

図 下水熱利用ヒートポンプの仕組み 
出典：関西電力 

図 地下水利用ヒートポンプの仕組み 
出典：ゼネラルヒートポンプ工業 

図 環境共生住宅のイメージ 
出典：環境共生住宅推進協議会 

  図 街区単位での屋根貸しによるタウン 

    マネジメントのイメージ 
出典：ガーデンハウス黒崎リーフレット 
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＜エネルギー教育やシンボル化による意識啓発＞ 

○ 家庭内での意識醸成につながる小中学校での

エネルギー教育プログラムを実施 

○ エネルギーへの意識を高めるために、小中学生

自らの基金による太陽光発電の設置等、エネル

ギー政策に関わる仕組みづくり 

例：少額の基金を集めて小中学校に太陽光を導入し、毎年の 

導入目標を達成すると LEDで表示するパネルが完成す 

るといった取組み等 

 

 

 

○これらのエネルギーに関する事項は、地球温暖化対策推進計画や（仮称）エネルギ

ー計画と連携して取り組んでいきます。  

バイオマス発電や
メガソーラーの導入検討

街区単位でのエネルギーマネジメント

：津波避難ビルに指定されている防災拠点（コジェネ）

：津波避難ビルに指定されていない防災拠点
（太陽光発電＋コジェネ）

防災拠点での自立分散型電源の導入

パッシブ型環境共生住宅や
街区単位での屋根貸しによる

タウンマネジメント

・建替え時の高密度・高断熱化
・下水熱や地下水を活用した
ヒートポンプの導入

・エネルギー教育やシンボル化による意識啓発
・低炭素建築物認定制度やCASBEE小田原の策定、LEED導入

［市全域］

小水力発電の検討

図 エネルギー環境学習のイメージ 
     出典：いわてエネルギー環境 
        ネットワーク研究会 

 

図 エネルギー分野の施策全体像 



 

 

38 

3-2-4 みどり分野（地域の力でみどりを守り、生み出す都市づくり） 

市西部の箱根外輪山につながる山地・丘陵地や市東部の大磯丘陵につながる丘陵地、

酒匂川沿いの緑地を骨格的な緑地として位置付け、森林の整備や保全を実施している

関係団体等とも連携しながら適切な管理を進めます。 

また、再開発や商店街のにぎわい再生等、様々な機会を捉えて、市街地におけるみ

どりの創出を行います。 

 

＜森林の再生と活用＞ 

○ 森林・林業・木材産業再生基本計画に基づ
く関係団体等と連携した森林の整備、保全 

 

＜街なかでのみどりの創出＞ 

○ 都市廊政策や緑化補助制度による緑の創出 

○ 身近な公園プロデュース事業等により、市
民の協力を得ながら憩いの空間づくり 

○ 日射病・熱射病対策としての緑陰の移動空
間を整備 

 

＜小田原駅周辺市街地の緑化＞ 

○ 街なか緑化事業による緑あふれる空間の整備 

○ 共同建て替え等、建物の集約化による緑地
等の創出 

 

＜街なかでの親水空間の創出＞ 

○ 荻窪用水、小田原用水等の活用による街なかへの
親水空間を創出 

○ 街なかでは水路を開渠で保存して憩いの空間づ

くり 

 

○これらのみどりに関する事項は、緑の基本計画に

都市の低炭素化に関する内容を盛り込む等して、

取り組んでいきます。 

図 身近な公園プロデュース事業 
出典：小田原市ホームページ 

図 小田原ラスカ屋上庭園 
出典：エコガーデン.JPホームページ 

図 荻窪用水 
出典：広報おだわら平成 24年 5月 1日号 
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3-3 集約拠点地域構想 

■ 集約拠点地域とは 

集約拠点地域（都市機能の集約を図

る拠点となる地域）は、日常生活に必

要な商業施設・業務施設・医療福祉施

設などの都市機能が住宅の身近に集

約され、徒歩や自転車による移動で日

常生活の大半のニーズが満たされる

ような拠点となる地域を示します。 

本計画では、低炭素都市づくりを先

導的に進めるために以下の 3 つの集

約拠点地域を設定します。 

商業・業務機能と居住機能が共存し

て利便性の高い街なか居住を推進す

る地域として、“小田原駅周辺集約拠

点地域”を設定します。 

中低層住宅と生活サポート機能が

調和し、徒歩・自転車等で「おでかけ」

しやすい都市づくりを推進する地域

として、“鴨宮駅周辺集約拠点地域”

を設定します。 

鉄道駅を中心に多様な交通機能と生活サポート機能・居住機能が集積し、鉄道を中

心としたライフスタイルを推進する地域として、“国府津駅周辺集約拠点地域”を設

定します。 

なお、集約拠点地域の設定に当たっては、駅からの距離（徒歩圏）、再開発が必要

である一号市街地、地形地物（幹線道路等）、市の従前からの取り組みなどを考慮し

ています。 

また、集約拠点地域を設定するメリットとしては、①都市機能の集約を図るエリア

を明示することで、民間事業者が行う医療、福祉、居住などの都市機能の整備を適切

に誘導できること、②都市機能の整備のために、国や地方公共団体からの財政的な支

援が得やすいこと、③来訪者が多い駅周辺に都市機能が整備されることで、多くの市

民の利便性が向上することなどがあります。 

図 集約拠点地域の設定 

：計画区域（市街化区域） 

小田原駅周辺集約拠点地域 

鴨宮駅周辺集約拠点地域 

国府津駅周辺集約拠点地域 
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3-3-1 小田原駅周辺集約拠点地域の低炭素化の施策 

小田原駅周辺の環状機能を有する道路等の内側を小田原駅周辺集約拠点地域に設

定し、商業・業務機能と居住機能が高密に集積したにぎわいある都市づくりを目指し

ます。 

地下街再生事業とお城通り地区再開発事業による商業の活性化や公共施設の集約

立地を図ります。 

点在する低未利用地や老朽建物群は、更新時期等を捉え、共同住宅と店舗等の複合

施設への共同建て替え等小規模な再開発を誘導し、これらの再開発を複数連鎖的に波

及させ、街のにぎわいと回遊性を高めます。 

地域内は、エリアごとに相応しい居住環境や住宅性能等を示す等して、民間による

市街地整備が積極的に取り組まれるよう支援します。また、基盤が未整備のエリアに

ついては、面的な整備も検討します。 

附置義務駐車台数の見直しや環状機能を有する道路沿いに駐車場配置を誘導する

等、環状道路内への過度な自動車の流入抑制と適切な誘導を行い、歩行者や自転車の

通行空間を確保することで、誰もが「おでかけ」しやすい街を目指します。 

長期的には、縁辺部への集約駐車場整備による自家用車の流入抑制や自動車の動線

見直しによるトランジットモール化について検討します。 

小田原駅の東西両駅前広場から同一方面に向かう複数のバス路線の系統を統合し

て循環バスへ再編する等、中心市街地と市役所周辺の業務施設や市立病院等の周辺市

街地とのアクセス向上を検討します。 

再開発と併せたコージェネレーションシステムの導入や壁面緑化、建物の更新時の

高効率機器の導入をはじめとする環境負荷のない建物（ZEB）への更新等、エネルギ

ーの使用を抑制した中心市街地の再生を図ります。 
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図 小田原駅周辺集約拠点地域での施策展開のイメージ 

■交通分野

• バスの主要路線等の強化

• 循環バスの導入（再編）

• 駐車場の適正配置等による自家用車の流入抑制

－駐車場の配置箇所

－自動車動線

• トランジットモール化の検討

• 自転車走行環境の向上

• 歩行環境の向上

－緑陰歩行者専用空間

－緑陰歩行者優先空間

Ｐ

Ｐ

Ｐ

市役所・市立病
院経由-東口方面

市立病院・市役所
経由-西口方面

集約拠点地域

■都市構造

• 商業・業務機能の集積地

• コンセプトのある物販機能の集積誘導

• 複合施設の立地誘導

パーキング、レンタサイクルの整備

地下街再生による商業施設の立地

図書館、交流施設等の整備（コジェネの導入）

Ｐ

再開発等の面整備と商業・居住機能の複合施設の立地誘導

敷地の共同化などによる商業機能を主とした複合施設の立地誘導

敷地の共同化などによる居住機能を主とした複合施設の立地誘導

■エネルギー分野

• 建物の更新時の高効率機器の導入等

■みどり分野

• 街なか緑化、ポケットパークの整備

環状機能を有する
道路等の内側

Ｐ

Ｐ



 

 

42 

3-3-2 鴨宮駅周辺集約拠点地域の低炭素化の施策 

中低層住宅と生活サポート機能が集積する鴨宮駅周辺拠点と路線バスのターミナ

ルとして交通機能が集積する大規模商業施設周辺拠点の 2 か所を鴨宮駅周辺集約拠

点地域に設定し、相互のアクセス機能を強化することで、日常生活を徒歩・自転車、

拠点間の移動を公共交通で行うことができる階層型都市づくりを目指します。 

鴨宮駅周辺拠点では、密集度の高い市街地解消の取り組みと併せて、更なる生活サ

ポート機能と居住機能の集積を図ります。 

自転車ネットワークや歩行者回遊ネットワークによる通行環境の改善により、公共

施設・商業施設へのアクセス性を高めることで、日常生活が徒歩・自転車・超小型モ

ビリティ等の環境にやさしい交通モードで快適に移動できる都市の整備を進めます。 

熱需要の高い大規模商業施設周辺拠点は、街区単位のエネルギーの利用を、鴨宮駅

周辺拠点では、環境負荷のない建物（ZEH や ZEB）への更新を先行的に誘導すると

ともに、周辺の学校・公共施設では、再生可能エネルギーを積極的に導入します。 

大規模商業施設周辺拠点では、バス案内の充実を図ることで、乗り継ぎの利便性の

向上を図ります。 

 

図 鴨宮駅周辺集約拠点地域での施策展開のイメージ 

下府中小学校

西湘高校

富士見小学校

かもめ図書館

Ｐ

消防本部

■都市構造

• 複合施設の立地誘導

■交通分野

• 駅と周辺の公共施設・商業施設への歩行者アクセス
を強化するための歩行環境の向上

• バスの主要路線等の強化

• 駅や商業施設等への自転車アクセスを強化するた
めの自転車走行環境の向上

• 駅前の自転車駐輪場の強化

• 情報提供の充実等による乗継拠点化

■エネルギー分野

• 公共施設等への再生可能エネルギーの導入

参考：公的施設・学校・子育て施設の立地状況

Ｐ

市立病院・
小田原駅方面

山近総合記念病院・
国府津駅方面

建物の更新等に併せて、生活サポート機能や居住機能などの複合施設の立地誘導

密集度の高い市街地解消の取り組みと併せて、生活サポート機能や
居住機能などの複合施設の立地誘導

Ｐ

集約拠点地域
鴨宮駅
周辺拠点

集約拠点地域
大規模商業施設

周辺拠点

卸売市場

川東タウンセンター
マロニエ
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3-3-3 国府津駅周辺集約拠点地域の低炭素化の施策 

本市 2番目の規模の交通結節点というポテンシャルを生かして、商店街が形成され

ている駅徒歩圏のエリアを国府津駅周辺集約拠点地域に設定し、鉄道駅を中心に多様

な交通機能と生活サポート機能が集積した、鉄道を中心とした都市づくりを目指しま

す。 

駅前広場では、レイアウトの見直し、車両の待機方法・場所等の改善、送迎車両の

抑制、歩行者動線の改善等による路線バスの定時性の確保等、交通結節機能の向上を

図ります。 

東海道本線の発着本数が市内で最も多く、広範囲からのアクセスがあることを踏ま

え、駅前広場の整備と併せて、自転車や自動二輪車の利用特性を踏まえた駐輪場の整

備を行います。 

国道 1号（東海道）沿いに居住機能と生活サポート機能が一体となった複合施設を

誘導することで、周辺居住者や国府津駅利用者が日常生活のニーズの大半を満たすこ

とができるような環境整備を進めます。 

複合施設等の立地に当たっては、環境負荷のない建物（ZEH や ZEB）への更新を

先行的に誘導するとともに、周辺の学校・公共施設では、再生可能エネルギーを積極

的に導入します。 

 

図 国府津駅周辺集約拠点地域での施策展開のイメージ 

Ｐ
消防署東分署

国府津小学校

■都市構造

• 複合施設の立地誘導

■交通分野

• 駅前広場の改良（レイアウト見直し、路線バス待機
方法・場所等の改善、送迎車両の抑制、歩行者導
線の改善）による交通結節機能の強化

• バスの主要路線等の強化
（公共交通総合連携計画）

• 駅への自転車アクセスを強化するための自転車走
行環境の向上

• 駐輪場の整備

■エネルギー分野

・公共施設等への再生可能エネルギーの導入

参考：公的施設・学校・子育て施設の立地状況

Ｐ

大規模商業
施設方面

集約拠点地域

密集度の高い市街地解消等の取り組みと併せて、生活サポート機能や
居住機能などの複合施設の立地誘導


